第１号様式（第２条、第４条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　工場・事業調書(工事調書)

	建築主氏名
	　　　　　　
	地域・地区
	

	敷地の地名地番
	　

	業種
	金属
	機械
	化学
	ガス・電気
	窯業・土石
	紡績
	機械・木工
	食品
	印刷製本
	その他
	生産及び加工品目

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　

	設備の概要
	機械の種類
	機械台数
	原動機の出力(kW)

	
	
	新(増)設
	既設
	計
	新(増)設
	既設
	計

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	作業の概要
	既設部分
	　

	
	申請部分
	　

	　
	基準時
年月日
	現在
	工事に伴う除却部分
	申請部分
	合計

	敷地面積
	　
	　
	　
	　
	　

	建築面積
	　
	　
	　
	　
	　

	床面積の合計
	　
	　
	　
	　
	　

	作業場の床面積の合計
	　
	　
	　
	　
	　

	不適格事項
	適合しない原動機の出力数の合計
	　
	　
	　
	　
	　

	
	適合しない機械の台数の合計
	　
	　
	　
	　
	　

	
	適合しない容器等の容量の合計
	　
	　
	　
	　
	　

	備考
	　


（注）　１　確認申請書の正本及び副本に１部ずつ添付してください。
　　　　２　業種の欄は、該当するものを○で囲んでください。

　　　　３　「基準時」とは、建築基準法施行の日又は地域、地区の指定、変更により初めて

　　　　　不適格となった日をいう。

　　　　４　不適格事項欄には、不適格建築物がある場合は必ず記入し、基準時における建築

　　　　　物の配置図及び各階平面図を添付してください。

第１号様式の２（第２条、第４条関係）
危険物の数量表（危険物調書）
	建築主氏名
	
	地域・地区
	

	敷地の地名地番
	　

	建築物の主要用途
	　
	危険物の主要用途
	　

	施設の種別及び構造
	　

	数量
品名
	常時貯蔵する場合
	製造所又は他の事業を営む工場において処理する場合

	
	現在
	申請部分
	現在
	申請部分

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	基準時の状況(基準時　年　月　日)
	品名
	数量
	品名
	数量

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	備考
	　


（注）　１　確認申請書の正本及び副本に１部ずつ添付してください。
　　　　２　「基準時」とは、建築基準法施行の日又は地域、地区の指定、変更により初めて不適格となった日をいう。
　　　　３　基準時の状況欄には、不適格危険物がある場合は必ず記入してください。
第１号様式の３（第２条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既存不適格調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	既存建築物検査済証
交付年月日
	　　　　年　　月　　日
	適合しない条項
	
	

	基準時年月日
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	(A) 
	(B) 
	(C) 
	(D)
	(E)
	(F)

	
	基準時
の数値

	本申請
までの
増減
	本申請
による
増減
	(B)+(C)


	(A)+(B)

+(C) 


	(E)/(A)



	１　敷地面積
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	２　建築面積
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	３　延べ面積
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	４　床面積・原動機の出力・機械の台数・容器等の容量・高さ
	用途地域内の不適格建築物・法第　条第　号
	Ａ　工場
	作業場
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	
	
	非作業場
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	
	
	合計
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	
	
	不適格原動機の出力
	　　kW
	　　kW
	　　kW
	　　kW
	　　kW
	

	
	
	
	不適格機械の台数
	　　台
	　　台
	　　台
	　　台
	　　台
	

	
	
	
	不適格容器等の容量
	　　ℓ
	　　ℓ
	　　ℓ
	　　ℓ
	　　ℓ
	

	
	
	Ｂ　危険物の貯蔵又は処理

の用途に供する建築物
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	
	Ｃ　その他の用途（　　）

に供するもの
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	法第　条不適格建築物
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	法第　条不適格建築物
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	法第　条不適格建築物
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	
	法第　条不適格建築物
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	　　㎡
	

	５　工事種別
	増築 ・ 改築 ・ 大規模の修繕 ・ 大規模の模様替

	６　本申請に係る部分の用途
	

	７　参考事項
	


（注）　(B)欄又は(C)欄に減少部分があるときは、その数字を朱書してください。
第２号様式（第２条関係）
建築設備概要書
	建築主氏名
	　

	敷地の地名地番
	　

	申請建築物
構造・規模・用途
	構造　　　　　　　造

一部　　　　　　　造
	規模
	地上　階　　

地下　階　
	延べ面積　　㎡
最高の高さ　　m
	用途

	設計者氏名
	　

	昇降機
	一般用
	用途及
び台数
	　用　　台
	定格
速度
	m／min
	昇降路
面積
	㎡
	機械室
	面積
	㎡

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	天井高
	m

	
	
	有・無
	停止階
	地上　　階

地下　　階
	頂部すき間
	m
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	出入口寸法
	H　　　W

　m×　m

	
	
	
	
	
	ピットの深さ
	m
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	換気設備
	自然・機械

	
	非常用
	予備電源
	台数
	定格速度
	昇降路面積
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	機械室
	面積
	㎡

	
	
	　
	台
	m／min
	㎡
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	天井高
	m

	
	
	有・無
	停止階
	地上　階　
地下　階
	頂部
すき間
	m
	機械室に至る階段
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	幅員　　　㎝

けあげ　　　㎝
踏面　　　㎝
	
	出入口寸法
	H　　　W

　m×　m

	
	
	
	
	
	ピット
の深さ
	m
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	換気設備
	自然・機械

	排煙設備
	有・無
	排煙方法
	(1)自然排煙

(2)機械強制排煙
	予備電源
	発電機

その他(　　　　　　　　)

	換気設備
	有・無
	換気方法
	(1)自然換気

(2)機械強制換気　第(1・2・3)種空調設備

	非常用照明
	有・無
	予備電源
	(1)バッテリー

(2)発電機

(3)バッテリー内臓
	必要とする場所
	　

	
	器具型式
	白熱灯　　　　W灯

蛍光灯　　　　W灯

水銀灯　　　　W灯
	計算による最低照度
	E＝
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	中央管理室
	有・無
	設置位置
	階
	対象設備
	非常用昇降機・換気(空調)設備

排煙設備・非常用照明

	避雷針
	有・無
	突針の基数
	基
	設備の方式
	(1)　一般法

(2)　簡略法

(3)　その他(　　　　)

	
	
	アース扱の箇所数
	箇所
	
	

	浄化槽
	有・無
	型式
	告示　第1.第2.第3

　　　その他(　　)
	処理対象人員
	人
	商品名
	　

	その他の設備
	　

	　
	他の法令・条例規則等によるものを含む。
	　
	

	工事種別
	新築・増築・改築・修繕・模様替

	※事務処理欄


（注）　１　各欄に該当するものを〇で囲んでください。

　　　　２　昇降機欄の用途は乗用、人荷用、荷物用、寝台用、自動車用、エスカレーターの種別を記入し、台数はその種別ごとに記入してください。

　　　　３　機械室寸法は、その代表的なものを記入してください。

　　　　４　換気設備の欄において「第１種」とは給排気、「第２種」とは給気、「第３種」とは排気を示す。

　　　　５　非常用照明の欄において「Ｅ」とは照度、「Ｉ」とは光度、「Ｄ」とは減光補償率をいう。

　　　　６　※印の欄は、記入しないでください。

	換気排気等を要する室
	室名
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	面　　　積(㎡)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	天井高(m)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	開口面積(㎡)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	人員(人)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	風量／時(Q)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	換気回数　a／v
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	系統
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	略系統図第１系統(換気)

	第２系統又は排煙系統


（注）　１　防火区画のタンパー、ダクト径、区間長、区間損失、風量、フード位置等政令、

告示にて詳細を指定されている設備等は、略系統図に明示してください。

　　　　２　略系統図は、系統ごとに記入してください。
第２号様式の２（第２条の２関係）
（第１面）
軽微変更説明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
建築主事　　　様
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築主氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能計画について、建築物のエネルギー消費性能に関する法律施行規則第３条に規定する軽微な変更がありましたので、変更内容を報告します。
１　軽微な変更をする建築物の直前の建築物エネルギー消費性能適合判定
(1)　適合判定通知書番号
(2)　適合判定通知書交付年月日
(3)　適合判定通知書交付者
２　軽微な変更の内容
　□Ａ　建築物のエネルギー消費性能が向上する変更
　□Ｂ　一定範囲内の建築物のエネルギー消費性能が減少する変更
　□Ｃ　再計算によって基準適合が明らかな変更
注１　この説明書は、建築基準法第７条第１項の完了検査申請の際、申請に係る建築物エネル
ギー消費性能確保計画に軽微な変更があった場合に、完了検査申請書の第３面の別紙として添付してください。
注２　軽微な変更の内容において、Ａにチェックした場合は第２面に、Ｂにチェックした場合は
第３面に必須事項を記入した上で、変更内容を説明するための図書を添付してください。Ｃに
チェックした場合は、郡山市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則第２条
第１項の軽微変更該当証明書及びその申請に要した図書を添付してください。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第２面）
Ａ　建築物のエネルギー消費性能が向上する変更
	(1)変更内容は、□チェックに該当する事項となる。

	· ア　建築物高さ又は外周長の減少
· イ　外壁、屋根又は外気に接する床の面積の減少
· ウ　空調負荷の軽減となる外壁性能の変更
· エ　設備機器の効率向上・損失低下となる変更
· オ　設備機器の制御方法の効率向上・損失低下となる変更
· カ　エネルギー効率利用を図ることのできる設備の新設、増設
· キ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(2)上記□チェックについて、具体的な変更の記載欄

	

	(3)添付図書等

	

	注　変更内容は、該当するもの全てにチェックし、チェックした事項については、具体的な変更内容を記載した上で、変更内容を示す図書を添付してください。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３面）
Ｂ　一定範囲内の建築物のエネルギー消費性能が減少する変更
	(1)変更前のＢＥＩ＝（　　　　）＜0.9

	変更となる設備
	具体的な変更内容記入欄

	· 空気調和設備

	

	· 機械換気設備

	

	· 照明設備

	

	· 給湯設備

	

	· 太陽光発電

	

	(2)添付図書等

	

	注　変更となる設備は、該当するもの全てにチェックし、チェックした設備については、変更内容記入欄に概要を、第３面別紙に必要事項を記入した上で、変更内容を示す図書を添付してください。


　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３面別紙）
空気調和設備関係
	次に掲げる(1)又は(2)のいずれかに該当し、これ以外については「変更なし」又は「性能が向上する変更」である変更。

	(1)外壁の平均熱貫流率について５％を超えない増加かつ窓の平均熱貫流率について５％を超えない増加

	ア　外壁の平均熱貫流率について５％を超えない増加の確認

	　変更内容　　　□断熱材種類　　□断熱材の厚み
　変更する方位　□全方位　　□一部方位のみ（方位　　　　　　　）
　変更前・変更後の平均熱貫流率
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　イ　窓の平均熱貫流率について５％を超えない増加

	　変更内容　　　□断熱材種類　　□断熱材の厚み
　変更する方位　□全方位　　□一部方位のみ（方位　　　　　　　）
　変更前・変更後の平均熱貫流率
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	(2)熱源機器の平均効率について10％を超えない低下

	　ア　平均熱源効率（冷房平均ＣＯＰ）

	　変更内容　　　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の平均熱源効率
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　イ　平均熱源効率（暖房平均ＣＯＰ）

	　変更内容　　　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の平均熱源効率
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％


　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３面別紙）
機械換気設備関係
	　評価の対象になる室の用途ごとにつき、次に掲げる(1)又は(2)のいずれかに該当し、これ以外については｢変更なし｣又は「性能が向上する変更」である変更。

	(1)送風機の電動機出力について10％を超えない増加

	　室用途（　　　　　　　　）
　変更前　　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の送風機の電動機出力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　室用途（　　　　　　　　）
　変更前　　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の送風機の電動機出力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	(2)計算対象床面積について５％を超えない増加（室用途が「駐車場」「厨房」である場合のみ）

	　室用途（　駐車場　）
　変更前・変更後の床面積
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　室用途（　厨房　）
　変更前・変更後の床面積
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３面別紙）
照明設備関係
	　評価の対象になる室の用途ごとにつき、次に掲げるものに該当し、これ以外については「変更なし」又は「性能が向上する変更」である変更。

	単位面積当たりの照明器具の消費電力について10％を超えない増加

	　室用途（　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　室用途（　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　室用途（　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　室用途（　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％


　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３面別紙）
給湯設備関係
	　評価の対象になる湯の使用用途ごとにつき、次に掲げるものに該当し、これ以外については「変更なし」又は「性能が向上する変更」である変更。

	給湯機器の平均効率について10％を超えない低下

	　湯の使用用途（　　　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　湯の使用用途（　　　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％

	　湯の使用用途（　　　　　　　　　　）
　変更内容　□機器の仕様変更　　□台数の増減
　変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力
　変更前（　　　　）　変更後（　　　　）　増加率（　　　　）％


　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３面別紙）
太陽光発電関係
	　次に掲げる(1)又は(2)のいずれかに該当し、これ以外については「変更なし」又は「性能が向上する変更」である変更。

	(1)太陽電池アレイのシステム容量について２％を超えない減少

	　変更前・変更後の太陽電池アレイのシステム容量
　変更前　システム容量の合計値（　　　　　　）
　変更後　システム容量の合計値（　　　　　　）
　変更前・変更後のシステム容量減少率（　　　　）％

	(2)パネル方位角について30度を超えない変更かつ傾斜角について10度を超えない変更

	　パネル番号（　　　　　　　）
　パネル方位角　□30度を超えない変更（　　　　）度変更
　パネル方位角　□10度を超えない変更（　　　　）度変更

	　パネル番号（　　　　　　　）
　パネル方位角　□30度を超えない変更（　　　　）度変更
　パネル方位角　□10度を超えない変更（　　　　）度変更


第３号様式(第４条の２関係)

建築物の認定申請書
	　建築基準法施行令第115条の２第１項第４号の規定により、認定を受けたいので申請します。
年　　月　　日　
　郡山市長
申請者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	１
	建築主の住所及び氏名
	電話　　　　　　　　　　

	２
	代理者の住所及び氏名
	電話　　　　　　　　　　

	３　敷地の位置
	所在地
	　

	
	用途地域
	　
	※　その他の区域・地域・地区
	　

	
	防火地域
	防火　・　準防火　・　指定なし
	
	

	
	建蔽率
	　
	
	

	４
	空地面積
	m2
	※空地面積の敷地面積に対する割合

	５
	敷地面積
	m2
	

	　
	申請部分
	申請以外の部分
	合計

	６
	建築面積
	m2
	m2
	m2

	７
	延べ面積
	m2
	m2
	m2

	８
	主要用途
	　
	９　工事種別
	　
	10　建築物の高さ
	m

	11
	構造別種類
	階数
	棟数
	戸数
	１棟の建築面積
	１棟の延べ面積
	　

	建築物の構造概要
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	12
	認定を要する理由
	　

	※　受付欄
	　
	※　備考
	　
	※　認定欄
	年　月　日
認定
第　　　　　　　号


（注）　※印の欄は、記入しないでください。
第４号様式（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名義変更届

	　下記のとおり建築主・設置者・築造主を変更したので、郡山市建築基準法施行細則第６条第１項の規定により届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　郡山市長（建築主事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築主　住所　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　築造主　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　



	建築主

設置者

築造主
	変更前
	住所
	　

	
	
	氏名
	　

	
	変更後
	住所
	　

	
	
	氏名
	　

	１
	許可(確認)番号及び年月日
	許可(確認)第　　　　　号　　　　　年　　月　　日　　

	２
	変更年月日
	年　　月　　日　　

	３
	敷地の地名地番
	　

	４
	建築物等の主要用途
	　

	５
	工事種別
	新築　・　増築　・　改築　・　用途変更　・　その他

	６
	変更の理由
	　

	※　受　　　付　　　欄
	※　承　　　認　　　欄

	　
　
	　


（注）　１　不要の文字は、抹消してください。

　　　　２　※印の欄は、記入しないでください。

　　　　３　「工事種別」の欄は、該当する事項を○で囲んでください。
第５号様式（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　工事監理者等決定（変更）届

	　先に提出した確認申請に係る建築物の工事監理者及び工事施工者を決定(変更)しましたので、郡山市建築基準法施行細則第６条第２項の規定により届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　建築主事　　　　　

建築主　住所　　　　　　　　　

築造主　氏名　　　　　　　　　　　　　

電話　　　　　　　　　　



	１
	確認番号及び年月日
	　　　　　第　　　　　　号　　　　年　　月　　日

	２
	敷地の地名地番
	　

	３
	建築物の主要用途
	　

	４
	建築物の構造規模
	　

	５
	工事監理者
	新
	資格
	(　　　)級建築士　　　(　　　)登録第　　　　号

(　　　)級建築士事務所(　　　)登録第　　　　号

電話　　　　　　　　

	
	
	
	住所

氏名
	　　

	
	
	旧
	資格
	(　　　)級建築士　　　(　　　)登録第　　　　号

(　　　)級建築士事務所(　　　)登録第　　　　号

電話　　　　　　　　

	
	
	
	住所

氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	６
	工事施工者
	新
	資格
	建設業登録第　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　

	
	
	
	住所

氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	旧
	資格
	建設業登録第　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　

	
	
	
	住所

氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	※　　受　　　　　付　　　　　　欄
	※　　承　　　　　認　　　　　　欄

	　
　
	　


（注）　１　不要の文字は、抹消してください。
　　　　２　※印の欄は、記入しないでください。
第６号様式（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取下げ届

	　先に提出した確認(許可・認定)の申請は、都合により取り下げますので、郡山市建築基準法施行細則第７条第１項の規定により届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　郡山市長（建築主事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築主　住所　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　築造主　氏名　　　　　　　　　　　

電話　　　　　　　　　　



	１
	申請書提出
年月日
	年　　月　　日　　

	２
	建築主の住所
及び氏名
	　

	３
	代理者の住所
及び氏名
	　

	４
	敷地の地名地番
	　

	５
	建築物の用途
	　

	６
	取下げ理由
	　

	※　受　　　　付　　　　欄
	※　承　　　　認　　　　欄

	　
	　


（注）　※印の欄は、記入しないでください。

第７号様式（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　工事取りやめ届

	　先に、確認(許可・認定)を受けました下記建築物・建築設備・工作物の工事を取りやめましたので、郡山市建築基準法施行細則第７条第２項の規定により届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　郡山市長（建築主事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築主　住所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　築造主　氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　



	１
	確認(許可・

認定)番号
	第　　　　　号　　　

	２
	確認(許可・

認定)年月日
	年　　月　　日　　　

	３
	取りやめ年月日
	年　　月　　日　　　

	４
	敷地の地名地番
	　

	５
	内容
	(1)
	棟数・戸数
	棟　　　　戸　

	
	
	(2)
	建築面積
	㎡　

	
	
	(3)
	延べ面積・
築造面積
	㎡　

	
	
	(4)
	主要用途
	

	
	
	(5)
	工事種別
	新築 ・ 増築 ・ 改築 ・ 用途変更 ・ その他

	６
	取りやめ理由
	　

	※　受　　　　付　　　　欄
	※　承　　　　認　　　　欄

	　
	　


（注）　１　不要の文字は、抹消してください。
　　　　２　※の欄は、記入しないでください。

　　　　３　「工事種別」の欄は、該当する事項を○で囲んでください。
第８号様式（第12条の２関係）

	正


道路位置指定申請書
	　建築基準法第42条第１項第５号の規定による道路の位置の指定を申請します。

　この申請書の記載事項は、事実に相違ありません。

　　年　　月　　日

郡山市長　　　　　
申請者氏名

	１
	申請者の住所及び氏名
	電話　　　　　　　　　　　

	２
	代理者の住所及び氏名
	電話　　　　　　　　　　　

	３
	申請書作成者の住所及び氏名
	　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　

	４
	位置の指定を受けようとする道路の所在地及び地目
	所在
	地番
	地目

	
	
	　
	　
	　

	５
	幅員
	延長
	側溝の幅
	備考

	申請に係る道路の概要
	(1)
	　
	　
	　
	　

	
	(2)
	　
	　
	　
	　

	
	(3)
	　
	　
	　
	　

	
	(4)
	　
	　
	　
	　

	
	(5)
	　
	　
	　
	　

	６
	土地の所有者、管理者、使用権者、その他の権利者の住所及び氏名
	　

	※現地確認年月日
	　　年　　月　　日
	※確認者名
	

	※　受付欄
	※
	指定年月日
	※
	指定
番号
	※
	公告
年月日
	※
	公告
番号

	　
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　


（注）　※印の欄は、記入しないでください。
	副


道路位置指定通知書
	郡山市指令指　第　　号

　　　年　　月　　日付けで申請のあった道路については、建築基準法第42条第１項第５号の規定により指定します。

　　年　　月　　日

郡山市長　　　　　　　　　　印

	１
	申請者の住所及び氏名
	電話　　　　　　　　　　　

	２
	代理者の住所及び氏名
	電話　　　　　　　　　　　

	３
	申請書作成者の住所及び氏名
	　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　

	４
	位置の指定をした道路の所在地及び地目
	所在
	地番
	地目

	
	
	　
	　
	　

	５
	幅員
	延長
	側溝の幅
	備考

	位置の指定をした道路の概要
	(1)
	　
	　
	　
	　

	
	(2)
	　
	　
	　
	　

	
	(3)
	　
	　
	　
	　

	
	(4)
	　
	　
	　
	　

	
	(5)
	　
	　
	　
	　

	６
	土地の所有者、管理者、使用権者、その他の権利者の住所及び氏名
	　

	(注意)

１　上記の位置の指定を受けた道路については、側溝、縁石その他により道路の境界を明確にしておいてください。ただし、土地の状況によりこの措置がとれない場合は、10㎝角で長さ45㎝以上のコンクリート製又は石のくいにより位置を表示してください。

２　上記の位置の指定を受けた道路を変更し、又は廃止しようとする場合は、郡山市建築基準法施行細則第13条に規定するところにより、市長に申請してください。


第９号様式(第13条関係)

道路等の変更・廃止申請書
	　建築基準法第42条第　項第　号の規定により指定を受けた(道路・道)を(変更・廃止)したいので申請します。
　　年　　月　　日
郡山市長　
住所
申請者
氏名

	1
	指定年月日及び番号
	郡指第　　　　号　　　年　　　月　　　日

	2
	変更・廃止予定年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	3
	変更・廃止する道路等の所在地
	　

	4
	変更・廃止する道路等の概要
	(1)長さ
	　

	
	
	(2)幅員
	　

	
	　
	別図のとおり
	　
	
	

	5
	廃止理由
	　

	※　受付欄
	※　摘要

	　
	


(注)　１　不要の文字は、抹消してください。
　　　２　※印の欄は、記入しないでください。
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